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第 1章総 説

当所は，労慟省の直轄研究所の一つとして，産業災害の防止を目的として設立され，諸産業における設備

機械工具，作業日境，製造工程，工法等の安全化のための碁礎的ないしは応用的研究を行ない，安全行政

の推進と工場事業場における安全性の向上に査し，もって勤労者の福祉を増進することを使命としている。

このため，従来から産業災害の動向に注目し，安全行政の諸施策や技術革新に伴なう災菩に即応する研究

を進めてきた。昭和47年度，労慟安全衛生法の成立，施行によって，安全行政は法制上画期的な進展を見た

が，その衷付けとなる技術的査料は，質的屈的に未だ必ずしも充分ではな〈＼早急な研究が望まれている。

当所はこれらの要望に答えるとともに，さらに進んで新技術，新物質の採用に伴なう災害危険性を予測し，

＼るいは職楊における危険性のシステム的な評価方法を研究する等の新らしい研究に努めている。

今や， GNP優先主義は反省の時期を迎え，テクノロジーアセスメントとしての安全は世人の注目を浴ぴ

るに至り，当所に対する期待とそれに応ずる沢務は益々増大している。

なお，当所では安全技術館を通じて，安全に関する専門知識の普及と研究成果に甚づ〈専門的な技術相談

を行なっている。また，従来から行なってきた機械器具，安全装沼，保護具等の試験およぴ検定は，ルーチ

ン化したものから逐次関係機関に委譲することにより，研究の充実を図っている。

¥1) 組織の変遷

昭和17年 1月30日 束京都港区芝田町に厚生省産業安全研究所と して設立。

昭和18年 9月10日 産業安全参考館（昭和29年 3月産業安全悼物館と改称）を開設し， 一般に公開。

昭和22年 8月31日 労働省の発足とともに，労働省産業安全研究所となる。

昭和36年 4月121::l 大阪市森之宮束之町に大阪産業安全附物館を開設し，一般に公開。

．昭和41年12月23日 東京都北多虎郡消瀬町に附｝屈屋外実験場を設附。

昭和42年 1月17日 庁舎改築のため，附属屋外尖験場の一部を仮庁令として移転。

昭和45年 5月 1日 2部 7諜を廃止し4部に再編成。

昭和46年 3月31日 新庁令落成。

昭和46年 4月23日 組織規定一部改正により産業安全博物館を廂業安全技術館と改称。

昭和46年10月 1日 産業安全技術館開館。

（2)歴 代 所 長

氏 名 在 戦 期 間

初代 武 田 晴爾 昭17. 1 ～昭24. 8 

2 代 中 島誠 昭24. 8 ～昭27. 3 

3 代 1IUヤl ＊* ＇J 湛 昭27. 4~昭39. 7 

4 代 山 ロ 武雄 昭39. 7一昭43. 6 

5 代 住谷 自 省 昭43. 6~昭45. 5 

6 代 上 月 三郎 リ召45. 5~ 
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(3) 組織

庶務課
（謀長斉藤巽）

安全技術課
（課長臼井一寿）

所長

（所妖上月三郎）

大阪産業安全技術館
（館長勝田甫
大阪労慟基池局安全課長兼任）

機械研究部
（部長秋山英司）

土木建築研究部
（部長森宜制）

化学研究部
（部長田口昇）

電気研究部
（部長寺沢正義）

研究組織要旨

1．研究貝を研究の基盤による学問の専門分野別に次の4部に編成する。

0機械研究部 〇土木建築研究部 〇化学研究部 〇龍気研究部

各部に部長を沼く。部虻は部長等研究且をもって当てる。

2. 研究は原則として，代表的な研究テーマ別に組織した研究グループにおいて遂行する。したがって，付

随的な研究およぴ小さな研究は，これに最も適した上記研究グループにて実施する。

各研究グループに、グループリーダを沼く。グループリーダは、原則として室長等研究貝をもって当て

る。

部長は，所屈の研究貝の構成する研究グループの研究を統轄管理する。

研究グループが部の異なる研究貝を以って構成されている場合には，研究の管理は原則としてグループ

リーダの所屈する部の部長が担当する。
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(4)定員

内 訳

俸給表別
研 究 腺 行 政 職 (-） 行政職（二）

職
名

所 部 室別
長 長

研 課 係 主 技 労

定貝 会計別 等 等 般
能 務

等 研 研 究 計 計
職 職

級 究 究 職 貝 貝 計
月l

、一、
c ―̀ 

貝 貝 乙 乙
長 貝 長 長 任 貝 -̀-ご・ .―‘ 

指 1 1 
1 5 5 
2 14 14 1 1 

般
3 11 11 1 1 1 1 

43 
4 

ムコス
5 2 2 
6 1 5 6 

計 7 
8 1 1 

56 
計 1 5 14 11 31 1 2 1 6 10 1 1 2 

指
労 1 1 1 
拗 2 I I 

悶 3 6 6 1 1 

4 
特 13 5 1 1 
別 6 2 2 
ムコ 7 1 1 
計 8 

計 1 1 6 8 1 3 4 1 1 

計 56 1 6 15 17 39 1 3 1 ， 14 2 1 3 

(5) 土地およぴ建物

名 称 所 在 地 敷(m地')而栢 建物(m面')積

労産 慟省
業安全研究所 束京都港区芝 5-35-1 6,235 延13,848

労慟省
産業安全研究所
消瀬実験楊 束京都消瀬市梅園 1-4 45,725 延 2,142

-6 

労業慟省
産 安全 研 究所 大阪市束区森之宮束之町 (832) 延 893 敷地は大阪労働基準局所屈
大阪産業安全技術館 458 
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(6) 歳出予算およぴ歳入

I. t没出子ti:

-□ご
人 件 代

職 且 旅 'l'l 

試 験 研 究 牲

I i: ）代

般 各 所 修 繕

n 動 ,li 頂 屈 税

小 i「
会

（移替予籾）
国立機関原(•力，人験研究1t

i I • 特別研究促進 調炉 'lt

小 Jt 

合 汁

；)・Jヽ． 職 u 旅 ≫代

慟
保 “式 験 研 究 'lt 
険
特 庁 1t 
サlj
会 各 所 修 1t ~,. 
’‘J-‘J I. 

施 設 'it 
災
勘

直 f，］・ n：機等 借 料,A ,. 
--‘ 

合 i t 

総 汁

44 年度

56,063 

510 

14,919 

2,010 

1,488 

゜74,990 

1,390 

11,728 

13, ll8 

88,108 

671 

4,560 

20,125 

゜18,395 

゜43,751 

120,131 

（単位 ：千円）

45 年度 46 年 度 47年 度 48 年 度

65,663 74,133 86,864 96,249 

549 549 585 662 

16,299 17,569 19,049 22,461 

2,033 14,595 13,267 14,648 

1,488 1,536 1,661 1,552 

゜ ゜ ゜
15 

86,032 108,382 121,426 135,587 

2,337 2,981 3,483 347 

゜
13,064 21,830 

2,337 16,045 25,313 347 

88,369 124,427 146,739 135,9-34 

671 741 741 995 

4,960 5,360 5,840 6,400 

22,808 46,233 62,705 76,034 

゜ ゜
1,661 1,552 

19,700 19,450 19,818 20,100 

゜ ゜
8,421 33,684 

48,209 71,784 99,186 138,765 

136,578 196,211 245,925 274,69S 
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2. 歳入

（依頼試験）

□ 44 年度 45 年度 46 年度 47年度

Ii)j煤池気機械器具の防爆性能試験

自動池繋防止装詔の安全性能試験

沿接枠ホルダの安全性能試験

研ま盤のと右車の強度試験

安全lhi1の安全性能試験

安全靴の安全性能試験

安全靴の先芯の強度試験

安全期の安全性能試験

鋼材の強度試験

俎管足楊用金具

その他の試験

1̂1 

鳥

"’t 

件

1

2

1

4

9

4

0

1

0

0

0

5

 

4

2

2

4

4

6

1

 

2
 

F

6

2

1

3

1

3

0

9

0

0

7

2

 

h

l

7

2

1

6

9

 

ー

7

0

1

4

3

0

0

2

0

0

4

1

 

7

3

1

4

7

 

牛,1
 

1

2

 

9

0

0

1

7

6

0

0

0

0

1

4

 

8

2

5

1

0

 

2

4

 

件

2

及ヽ 入 金 各＇ ． 円

34

千

7
,'、
6
P
o
 

f
6
 

円
70

千
7

干円
1,530 

（検定）

I支 44 年度 45 年度 46 年度 47 年度

ll)j爆心気機械器具 A (In小咆） 遺 3 i’t 贔 翡
II B (In中刑） 139 231 133 27 

＂ C (lli大押） 216 599 298 40 

II D 

゜ ゜ ゜
8 

＂ E 

゜ ゜ ゜
29 

II F 

゜ ゜ ゜
8 

史•新手数科 49 39 33 43 

lJ姐紹料交付手数料 23 4 55 7 

再交付手数料 1 1 

゜
4 

,~更手数料

゜ ゜ ゜
7 

介 Jt 562 1,189 753 231 

哉 人 金 頷
「円 T• I ll T•円 千円

8,286 19,873 10,985 4,945 

注） 手数料区分の変史を昭和47年5月1日から行なった。
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(7) 主要試験研究施設， 設備状況 （価格100万円以上にかかる分）

施設 ・ 設備の名称

〔一般会計〕

安全帯試験塔

クレーン シミュレータ

高速度カメラ

メモ リスコープ

制御動作解折装笠

システムアナライザ

アナライザ用データレコーダ

アイマークレコーダ （撮彩用照明装閻付）

アナログ誼子計符機

翡圧酸素燃焼実験装沼

脈波検出装匹

帯遁分布測定装沼

高圧示差熱分析装沼

放池エネルギー測定装沼

赤外分光光度計

ヘリウム用高気圧下短絡実験装骰

放砥波形解析装四

高圧発火エネルギ測定装骰

データレコーダ

メモリスコープ

流動帯龍批試験装許

（特別会計）

30トン横型引張試験機

大型キセノンテスタ

ワイヤロープ衝摯試験機

ワイヤロープ疲労試験機

旭子顕微鏡

高速写真解析装晋

ガスクロマトグラフ

200トン圧縮試験機

岩石圧縮試験機

1トンジプ走行起重機

土止め支保エ実験施設

化学反応実験施設

半地下実験用ピット

実験ガス配給設備

ガス配合室

爆圧放散孔実験施設

-7-. 

施設・設備の名称

鋼アーチ支保エ実験施設

安全帯試験施設

店周波他源装罰

自動歪測定装憤

自動記録式示差熱天秤

ピエゾ圧力測定装閻

マルチデータカ メラ

シンクロスコープ

粒度分布自動測定装沼

砒気火花点火頻度測定装罰

爾磁共振型疲労試験機

万能型引張試験機

莉速回転試験装罰

液体流動帯電実験施設

店所作業観測施設

大型密閉爆発実験施設

生体龍気現象無線旭送装紅

自動採作式爆発実験装甜

天井クレーン実験施設

全自動動的歪測定器

防爆実験揚重施設

メモリースコープ

静砒気幣軍検出装謹

II 測定装四

麻圧燃焼実験装沼

落盤予知実験機器

建材試験機

球形窃圧爆発限界実験装沼

X線応力測定装粧

セーフギャップ実験装沼

遮断現象解析用演符装賄

可搬型データレコーダ

10トン横型引張試験機

多目的反力支持構造物

横型真空焼鈍炉

データレコーダ

液体誘帯率導軍率測定装甜

粉じん爆発特性実験装沼

駕子計葬機システム



第 2章研究業務

(1) 研究方針

産業災害は、これを人間ー機械システムの事故という

観点で見ると、システムの構成要素である機械施設、作

業者，および作業環境のそれぞれの欠陥が、複雑にから

み合って発生するものと云える。近時機械施設の巨大化

複雑化に伴い、これらの災害は在来の物や人に対する個

別的安全対策だけでは解決でき難〈なって来た。このた

め、 一方では個々の要素の欠陥に対する研究を深めると

ともに、他方ではシステムとしての災害危険性を検出評

価し、その信頼性、保全性を高めるための研究が必要と

なってきた。

このような基本的認識の上に立って、当所においては

次に記した体系によって研究を推進することとしている。

また、昭和47年度には多年の要望であった龍子計葬機

が導入され、複雑な数値計葬や雷符機シミュレーション

が可能となったほか、今後の整備によって、実験室と鼈

坑機を直結した研究が可能となった。

なお、研究課題には境界領城の問題が増大しているの

で、これらの問題については研究グループ制をとり、研

究効率を高めるようにしている。

研究体系

1. 災害現象に閲する研究

a. 災害現象の発生機構の研究

b. 災害危険性の検出方法の研究

C. 災害危険性の評価に関する研究

2. 災害防止技術の開発に関する研究

a. 危険源の完全隔離方法の研究

b. 危険性の消滅、軽減方法の研究

C. 災害発生の予知方法の研究

d.異常現象の迎展防止方法の研究

e.被害の拡大防止方法の研究

t. 人体の防護方法の研究

g. 災害防止技術の評価に関する研究

3. 災害防止技術の実用化に関する研究

a.研究成果の試作研究

b.災害防止施設の構造、性能、試験、選定、使用、

保全方法等の標準化の研究

(2) 当面の主要研究課題

1. 加工機械の安全化

a.研削砥石の安全性

b.人工指の試作研究

2. 運搬建設機械の安全化

a.荷振れの制御方法

b. クレーンの自動化
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3. 金属材料の破壊防止

a.金属の疲れ破壊に関する龍子顕微鏡的研究

b.金属材料の静的破壊

C. 圧力容器の応力腐食

4. 保護具の性能向上

a.安全帽の性能向上

b.防熱面の防熱効果

5. 人間，機械システムの安全性

a.産業災害の数龍モデル化

b. トンネル工事における危険性の評価

6. 仮設構造物の安全性

a.組立銅柱の座屈

b.仮設構造物の振動特性と座屈強度

7. 地層の異常現象対策

a. 地下工事における地層の発熱現象

8. 落下物防護設備

a.ネットフレームの性能と試験方法

9. 作業環境の建築学的研究

a.上昇熱気流の天井而，壁而に沿う流れ

10.物質の危険性状の評価

a.高温表面におけるガス蒸気の発火危険性

b. 有機物粉じんの爆発危険性

C •高温赤外分光法による危険物の熱分解機構

d.高分子材料の発火燃焼危険性

e. 窃気圧環境下における固体可燃物の燃焼性

11. 燃発被害の抑制と軽減

a.火炎防止器の効果

b.ガスデトネーションの管路拡大による中断

12. 軍気設備の防爆化

a. セーフギャップの理論解折

b.防爆構造地気機器の温度測定方法

13.龍気設備による点火危険性と その防止

a.高気圧環境下の絶縁電線の発火危険性

b.高気圧珠境下の開閉火花による固体の点火限界

C. 高気圧環境下の開閉火花によるガスの形火機構

14.静園気による点火危険性とその防止

a. 可燃性液体の静電気帯屯と点火危険性

b,帯龍雲からの静庵気放誼と点火危険性

C •絶緑物（固体）からの静軍気放軍と点火危険性

d. 高気圧環境下の静龍気帯俎と除虚現象

15.屯撃危険性とその防止

a. 海中における電流分布

b.動物実験による能撃危険性の解明

16.装柱作業の人聞工学的安全化

a. 柱上用作業台の改菩



(3) 研究成果の概要

研削砥石の安全性

工場事薬場における研削砥石破壊事故の実態調査

機械研究部 秋山英司， 粂 川壮一

1. 緒 言

工楊事業場における研削砥石の破壊事故については，

従来死｛幼病報告等をもとにした二三の統計などはあるが

詳しい実態調査は殆んど行なわれていない。特に最近に

おける研削砥石の高速化により，事故の発生状況も変化

しているものと考えられる。そこでわれわれは現場の実

態を調査し、新しい問題点を探り出し，今後の研究の沢

料とするために本調査を実施した。

2. 調査 方法

調査対象に1000事業楊を選び昭和44年 1月1日以降46

年12月31日までの 3年間に発生した研削砥石破壊事故の

実態についてアンケート 調査を実施した。濶査項 目の概

要は次の通りである。 (1)工場事業楊 (2)事故発生の時

期 (3)人的被害の程度 (4)事故発生時の作業 (5)推測さ

れる事故原因 (6)使用していた砥石 (7)砥石カバー (8怖氏

石取付け部分 (9)使用していた機械 (10)事故発生時のそ

の他の状態

3. 砥削石破壌事故の発生状況

アンケート回収市業数424ヶ所のうち173ヶ所が砥石の

破壊事故を起している。また発生件数は，全休で 321件

という窃い件数が報告されており，これは事故発生事業

場 1ヶ所あたりでは約 2件となる。

4. 調査結果

人的被害を伴うものは， 61件を数え全体の約20％に逹

しているが，これを観点を変えてみると

人的被苫・j靖故：砥石破壊'lt故＝ 1: 5 

という割合になっており，この調査結果から労慟省が報

告を受けている人的被布を伴う砥石破壊事故件数の5倍

程度の砥石破壊事故が，発生していることか推定される

表 1~3は，潤究結果の一部を示す。表 1では，試運

転中の破壊事故が20％にもなることが注目されるぺきで

あり，試運転の方法に安全上の配慇かなされねばならな

い。表2では平面研削盤，円筒研削盤，内面研削盤など

の機械研削における事故が41％に達することかわかる。

表 1 事故発生時の作薬

作 業 内 容 件数

a.砥石取換え直後の試述転中 30 
b.作業開始前の試運転中 31 

C. 研削作業中 22 9 
d. ドレッシング，フォーミング作業中 14 
e. そ の 他 16 

これは従来自由研削に比べ極めて少ないとされていた

機械研削の事故が，実態は少な〈ないことを示している

また表 3では， 「作業中砥石に強すぎる負荷を加えた」

という原因が最も多かった。

表 2 研削機械別

使用していた研削機械 件数

a. 卓上用，床上用研削盤 56 
b. 手持研削盤 45 
C. 手持切断機 3 
d. 定晋式（移動式を含む）切断機 35 
e, 円筒研削盤 47 

f. 内面研削盤 17 

g. 平面研削盤 68 

h. そ の他 48 

推測される事故原因 件数

a. 手持研削盤で，砥石をこ じる 5 

b. 定骰式研削盤で，砥石をこじる 27 

C. 手持研削盤を落した，ぶつけた 8 

d. 定沼式研削盤に物をぶつけた 15 

e. 研削砥石とワークレス トの問や

カバーとの削に物をはさみ込んだ 40 

f. 平型砥石に対し側圧を加えた 21 

g. 砥石に対し機械の回転が述すぎた 18 

h. 砥石の不良 49 

I ． 砥石の取付け不良 19 

j. 作業中に砥石に強すぎる力を加え 78 

k. ドレ ッシングの作業不良 6 

I. そ の他 14 

なお本澗査の梨計処理は，当所の進卯機を用いたが，

図 1にその集計結呆の一部を示す。
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図 1 電算機による集計結果の一例•

図 1のABCD等は各表中の ab c d等に該当し図 1

の上部＊印の部分は，調査項目を示し，例えば(4)は表 1

の事故発生時の作業，（5）は表3の推測される事故原因，

(6)-1は表 2の研削機械別に該当する。
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人工指の試作研究 電悦

ウインズロパルプの静持性

機械研究部 杉本旭

1. 緒論

危険作業点での作業から人開を開放する手段としてエ

業用ロポットが注目されてきている。工業用ロポットが

他のいわゆる自動化と異なる点で期待しうるところは，

多品種小批生産に対処しうるある程度汎用的動作が付加

されていることであろう。しかし現在の工業用ロポット

のつかみの機構をみると，ほとんどプライヤ式に代表さ

れる 1自巾度であり，多種の形状の対象物に対応するつ

かみを達成するには不十分である。これは、 1Ii廿1度当り

の駆動装i花が非常に大き〈，その上、多自由度での制御が

非常に複雑になることがその理山であると考えられなし

たがって，従来の方式とは全〈異なる新らしい制御方式

を採用した指の開発が要望されている。

そこで，我々は，地気粘性効果の一種であるウインズ

ロ効果を用いた人工指の!Jf.J発を目的とし，その基礎的研

究を行なった。これは，油圧を氾気信号によって直接制

御しようとするものであり，この制御ガ式により人工指

の小型化，多自由度化が期待される。

2. ウインズロ効果

ウインズロ効呆とは，ある種の粉体を絶緑性の液体に

混入した懸濁液 ('1じ気流体）の粘度が，外部地界によっ

て呼しく妍加する現象である。また，外部軍界に対する

効果の応答性も非常にすぐれている。

従来，最も顕呼に効朱を生ずる氾気流体は，微結晶セ

ルローズ・塩化ジフェニール系であると苫われてきたが

PCB問題などで1史用不可能となったため新らたな俎気

流体の開発研究が必要となった。

遥気流体の特性は，理論的に次の式で示めされた。

r =-T)。舟＋に：c• か(e-Co)2 fo 
r aC。作

ここで，てはせん断力， T/。は無龍界での枯度， dv/dr 

はずり速度， aは粉体の半経，Pgは粉体の重屈泊度，

E。は外部地界， cは泣気流体の比誘泣平， C。は液体の

比誘軍率， C‘ は真空絶対誘園率， faは粉体楼度と粉体

粒径によって次まる定数である。

そこで，ウインズロ効呆が (c- C。)の大きな，いわ

ゆる誘軍異常現象であることに灼目し，新らたに，イオ

ン交換樹脂粉体 ・リン酸トリクレジル系を開発した。

この俎気流体の特性は，先述のPCB系に匹敵するもの

350.m 

図2 ウインズロパルプ

3. ウインズロパルプの静特性

裸験で用いたウインズロパルプを図 2に示す。これ

は，内外2須円筒よりなり，それぞれが泣極板となって

いる。旭気流体はその内外2重円筒間々隊を，外部から

の空気圧力によって流れるようになっている。

実験は，まず，内外円節間に一定の俎圧をかけておき

（たとえば 1000volt) ，徐々に龍気流体に外部より

圧力をかけてゆ〈。そして，⑱気流体が流れ初める圧力

（臨界圧力Pf=1.8kg/c益atlOOOvolt)から流拭測定を

閲始し，流批が， 30g /minに達するまで，圧力と流品

の関係を求めた。本実験で求めた軍気流体は，陰イオン

交換樹脂粉末ーリン酸ト リクレジル系で，粉体楼度15%

を用いた。

図 3はウインズロパルプの静特性を示している。この

ように，流祉は，臨界圧力を少しでも越えると急激に増

}JIIし，臨界圧力以下では固化してしまい，流れを生じな

いことがわかる。また、本実験で用いたウインズロバル

プでは， 0 ~8.3kg/cm2（流秘0~30 g /min)の圧力差

を外部湛圧 0~2000 voltによって制御しうることがわ

がる。さらに， 3000volt では，約20kg/cm~の最大出力

が期待しうるが，絶粒破壊による放証の危険性を考應す

ると，最大証圧は2500voltにおさえるのが妥当であろう。
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である。 図 3 ウインズロパルプの静特性
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金属の損傷原因に関する電子顕微鏡的研究

striation間隔の統計的検討

機械研究部 秋山英司，近藤太二

橘内良雄，田中正消

I. 

疲れ破而の微視的な特徴的形態としてstriation が観

察されるが，これらは応カサイクルに対応して形成され

る場合と，介在物や析出物，種々の欠陥などの影堺によ

り対応しがたい場合とがある。

しかるに，疲れ破壊事故を起こした機械や構造物の破

面絣析から破壊時の応力状態やき裂伝ば速度を推定しよ

うとする場合に，応カサイクルに対応したstriationを判

別することは必ずしも容易ではない。しかしstriation

間似の変動状況をあらかじめ把趾しておけば破壊過程を

推定し得ることが期待できると同時に，材料中の欠陥や

介在物等の大きさや分布がき裂の伝ばに及ぽす影堺の解

明の一助にもなると思われる。そこて"striation間隊につ

いて統計（I勺検討を行なった。

2. 材料および実験方法

尖験に用いた材料は駆さ6mmの高カアルミ合金板(2024

-T 3)で，圧延方向が長手方向になるようにして中

央に直径4mmの円孔を有する厚さ 4mm,幅 100mmの試験

片を作成し，龍磁共振型疲れ試験機を用いて繰返し速度

が約 120％で試験を実施した。

及面き裂伝ば速度の測定は接写装四付きカメラ 2台を

用いて試験機運転状態でき裂伝ば状況を写其撮影後，

ィルム解析器によってき裂長さを油み取る方法によったV

疲れ破面の軍顕観察には 2段レプリカを用いた。 .stria-

ti on間隔の測定にはミクロフォトメータを用いてstri-

at ion に直角に走介したそきの光批変化をペン」fき祀

鎌計によって自記させ，それらのビーク間附を応力拡大

係数Kmaxについて整理し，平均値Sm, 襟準偏差万，

変動係数c.vを求め、あわせて 1::ストグラムを作成した。

3. 実験結果

介在物近傍での微視的き裂伝ば状態 (striation間隔）

をステレオ観察によ って検討した結呆，伝ぱに影堺する

大きな介在物近傍ではき裂は 3次元的に伝ばしている場

合が多く，ー）i小さな介在物周辺では 2次元的に伝ばし

ている。そしてstriationlUJ厭が介在物の大きさよりも大

きな場合に微視的伝ば速度に影押を受〈ないが，逆に介

在物が大きな場合には影咽を受ける。したがって介在物

がstriation間慰におよぽす影郭は，き裂先端での応力状

態との介在物の大きさとその分布との相互作用によるも

目 的
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図5 微視的速度
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巨視的速度

のと思われる。

striationの分布状況を求めるため，測定基準として

patchヒで達続した条痕模様をstriationとみなして任意

の位紺で龍顕観察を行ない，各写真から10点以上の間隔

を求めてヒストグラフを作成した。それらの結果の一部

を図 4に示す。こヽで(a), (b)の応力条件は士9.87kg

/mm, (c), (d)は土13.16kg/mmである。ヒストグラム

に見られるようにstriation間隔はほぼ正規分布をしてお

り，それらの平均値はKmaxの増加と共に増加している。

また標準偏差はKmaxの大きい程大きくなる傾向が認め

られ，本実験の範囲ではき裂伝ば速度が速〈なるほど伝

ぱ速度が変動しやす〈なることを示すものと思われる。

100個以上のstriation間隔の平均値をKmaxに対し

てプロ ットした結果， 図5に示すように両対数上ではぽ

直線的な関係が得られた。一方表面き裂伝ば曲線の接線の

勾配から求めた巨視的伝ば述度とKmaxの関係を図 6に

示す。巨視的辿度と微視的速度とを比較するとそれらは

ほぼ良〈対応しているが，わずかに微祝的速度の方が速

い。この原因として表面は平面応力状態で変形に対する

抵抗が少ないが．内部は平面ひずみ状態で変形に対する

拘束が大きいためき裂伝ば速度に相違が生じたものと思

われる。
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海中作薬における潜水用器具の安全化

常圧における肺力弁の作動特性

機械研究部 三田村正智

1. 目 的

ダイパーが海中において使用する呼吸具は ｀その性能

の良否が生命を左右する。したがって性能を正し〈評価

するための基準や，試験方法が確立され•；これらにもと

づいて製作された呼吸具を使用することが必要である。

しかるに、わが国の現状は，自給気式水中呼吸装滋(s

CUBA)の試験は静的方法のみであり ，動的方法とし

てはダイパーの主観的な判定にたよってきた。この研究

では人と類似した呼吸特性をも った人工肺 (Mechani-

cal Breather)を試作し、 SCUBAの動的試験を行い

作動特性を調べて，試験方法の適否を研究することを目

的として， と〈に吸気の際に作動する肺力弁に煎点を

しぽり，その特性を明らかにすることにした"

2. 実験方法

おもな実験装骰としては人工肺と呼吸気流の測定装骰

である。人工肺は写真 1に示すごとくピス トンボンプ復

動方式であって，おもな仕様はつぎのとおりである。

(1) シリンダの内断而紹・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ lOOc1n' 

(2) ピストン行程の範囲・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ •0-200mm

(3) 毎分）I乎吸回数（サイクル） ••…•…•• •10-30cpm 

写真． 1 人工肺の機構 （安全裂は取 i)外した）

人工肺の呼吸口と SCUBAの間にはつぎの順序で測

定用静圧の取り出し装沼を内径22(,のゴムホースを用い

て短〈連結 した。 人工肺呼吸ロ一一圧力達入部ー一—

流砒計ー~圧力祁入部—SCUBA

測定は圧力 を2点，流砒を差圧で1点 ，計3点を虚磁

オッシロに信号を時間経過とともに記録させた。

3. 結果と考察

前述の装沼でSCUBAを取り外した状態での人工肺

-12-

および人それぞれの呼吸特性を記録して比較したところ，

重点である吸気特性は，人工肺と標準的な人との流昼波

形に相似性があり，満足された。また実験を進めるため

の人工肺の運転条件としては，毎回2e，毎分20回が適

当であると認めた。写真2は人工肺のこの運転条件での

呼吸の記録であ って、上方は大気に開放された空気呼吸

ロに近い位謹で，吸気の入口禎失が負圧となって．，わず

かに現われており，中央は呼吸流址で、最大流茄132.se 
／分を示している。下方は流祉計の圧力損失で、1.61cm

-Aq / e／秒が記録されている。

写真2. 人工肺の呼吸のオッシログラフによる波形

写真3. SCUBAを人工肺で呼吸した記録波形

SCUBAの呼吸特性を研究するに際して， iiliijiした

試料は~ L!il茜 4種類とアメリカ製 3種類であって， うち

用産品のうち 1種類はダプルホース式であるが，のこり

の6種類はシングルホース式である。写真3に，国産の

シングルホース（左方）とダプルホース式（右方）のの

作動波形を示す。人工肺の運転と記鋒の条件は写其2と

同じである。上方の圧力波形が，マウスビース側であっ

て、吸気の負圧の最大値はいづれも一70mm,¥q 前後に達

しており，発生個所に相違が認められる。この負圧が大

きいことは呼吸負荷が大きいことになるので小さいのが

望ましい。アメリカ製の試料では一40mmAgのものがあっ

が、• O 

人口肺の呼吸試2e／回を 0まで次第に滅少させ、微

小な呼吸に対する SCUBAの応答性も実験を行った。

この結呆もアメリカ製が良好であった。

今後は、水中JJIt圧下で，これらの実験を行い特性を知

る必要があろう。



仮設構造物の連繋効果

単管支柱の連撃効果

土木建築研 究部森 宜制，小川勝教

1. まえがき

仮設構造物の倒壊ボ故か支柱などの主材の述繋法の不

適切に基つ〈座屈によることが多いことに鑑み、当所で

はます単管支柱式構造物を取り上げ，その連繋法と座｝Ill

強度との1刈係を究明するため実験的研究を巡めており，

すでにその一部を発人・してきた。本年度は過去において

扱わなかった直交クランプ，楔式クランプを節点にJI]い

たりi.管支柱式構造物の実大座IIIV尖験およひクランプの特

性試験を行ない， クランプの特性と構造物の座屈強度と

の関係を明確に した。

2. 直交クランブおよぴ楔式クランブの特性

クランプの滑り変形試験およひ,11,げ抵抗，，式験に用いた

クランプは，認定晶直交クランプ，認定外l(i交クランプ，

楔式クランプの 3種類で，緊結度合は直交クランプにつ

いては締め付けトルク150,200,250kg• cm で，楔式クラン

プについては楔打ち込み深さ90,95mmとした。

a. 沿り亥／f盆試験

滑り変形試験の結呆は図 7にポす。直交クランプの沿

り抵抗は認定品，，認定外を間わず締め付けトルクが翡い

はど翡く，必定品と必定外を比べると前者の方か1？干

切い。また楔式クランプは楔かりi行に食い込むため直交

クランフに比ぺ滑り変形に対する抵抗がかなリ翡い。

I父
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'v」 ＂ 

曲げ抵抗試験の結呆は図 8に示す。直交クランプの曲

げ抵抗は，認定品，認定外を問わず締め付けトルクにかな

り影押される。楔式クランプは1U1げ抵抗に対し直交クラ

ンプに比ぺかなり弱い。なおクランプの曲げ剛性K (= 

曲げモーメント／角変位）の値は，今回の尖験結果より

2 ~ 5 X 10 5 kg ・ cmであることが判明した。

3. 実大実験による座屈荷重

実大実験の方法およひ装詔は過去の場合と全く 同様で

ある。実験体は府rJHM2m、スパンI.8mの 3附3スバン

で斜材を3IM 3スパンに跨るよ うに設けたもの，または

斜材無しのものとし，節点に認定品直交クランプ，認定

外直交クランプ｀楔式クランフを用いたものである。

試験結朱は表 4に示す。

a. 斜材無しの場合

今回の実験に用いたクランブは過去に用いた自在クラ

ンプと述って，ある程度の曲げ剛性を有するため自在ク

ランプを月］いた場合に比ぺて座Itll強度が数倍になり，当

然クランフの曲げ剛性が閥いはど座屈強度の倍率も高〈

なった。

b. 斜材を設けた場合

この場合の座屈強度はクランプの曲げ剛性の影咽に筋

辿いの影押が累積するため，過l召こおいて行なった自在

クランプを用いたものに比べて邸い，特に1仕交クランプ

を用いた場合は締め付けトルク150,250kg. cmであるとを

問わず，構I而（水平材およぴ斜材を含む面）内での座｝lll

か起きす構面に直角HI｛りの個材座｝団が生じた。一方楔式

クランプを用いたものは故終的には構面内での全体座｝lll

を生じたが，この場合も座屈強度は自在クランプを用い

たものより翡い。 但し斜材の取り付け部に使用したクラ

ンプの楔が外れたので楔式クランプは座屈変形時におけ

る緊結性能に問題がある。

表 4 単管支柱式構造物の実大座屈実験結果
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＂ 2.45 
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応tクランプ 95l::II 全体座屈 5.95 

図8 曲げモーメントー角変位曲線

4. むすぴ

以上辿ぺたようにりt竹支柱式構造物の座f:U強度は，支

札と連繋材との節点に用いるクランプの曲げ剛性の影？限

をかなり受けることが判ったので， 目下クランプのElllげ

頃性と構造物の座屈強度との閾係を表わす理論式を解折

中である。
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岩石微震音の発生特性

大谷石微震音の発生特性(3)

土木建築研究部 前 郁夫，鈴木芳美

I. 目的

大谷石に関する微震音の発生特性についてはこれまで

の室内実験から各種の破壊過程での発生状況等基礎的な

データがすでに得られている。しかし大谷石採掘現楊に

おいて微震音の検出を行ない落盤・崩壊の予知などの採

掘現楊の安定性の評価を行なうためには，現場での微震

音の発生状況検出システム，滅哀性状等いくつかの解

明しなければならない問阻点が残されている。そこで今

回は室内実験と併行して，特に現場における大谷石岩盤

のジャッキ試験を試み現場およぴ室内の実験結果の比較

を行ない大谷石微震音の発生特性についてまとめた。

2. 実験

現場実験は地下採石楊を選定し，水平採掘場の床面に

写真4に示すような試験ビットおよび試験体を作製して

行なった。メインジ

ャッキ (300トン ）

1台，サプジャ ッキ

(50トン） 4台（い

ずれも手動式）を

使い分けて各種の

ジャッキ試験 (1

軸圧縮， 3軸圧縮，

繰返し荷重圧縮，

曲げ）およぴ採掘楊

側壁台盤の打繋音

滅哀試験を行なっ

た。微渡音検出測 写真 4 現場実験状況

定システムは室内実験で今までに使用したものと同様の

ものである。一部は遠隔計測化の試みとして試作したテ

レメータを併用した。また変形祉の測定にはダイヤルゲ

ージを用いた。

3. 結果と考察

得られた結果のうち主なものは次のようなものである。

(1) 室内実験の場合と同様に現場大谷石岩盤（湿潤状態）

においても微誕音の有するエネルギは他の岩石のものに

比して小さい。

(2•) 微震音の発生は，載荷初期（低応力下）で頻発し荷

爪の増加とともに発生頻度は滅少し破壊の近くになって

再び頻発し全体破壊に至るという特有の発生バターンに

従う。これは大谷石の組織 • 構成物質（粘土鉱物および

空隙の存在等）に起因するものと考えられる。

(3) 図 9に示すように微浜音の発生パターンと試料の変

形との相関はかなり森＜載荷初期あるいは破壊近くで微

滋音が頻発する際には，ひずみの増加祉も大きい。この

,i-;はクリープ荷重下における場合にも認められた。

なお図中の ACヽはたてひずみ， 4C9はよこひずみの増

加屈で一種のひずみ速度と考えてもよい。
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図 9 微震音発生頻度曲線とひずみの変化量曲線

(4) i敗滋音のエネルギ大きさ別発生頻度は他の岩石と同

様に指数式 N =K e-m であらわされるが，今回の

実験では破壊過程，荷屯条件． 室内、現場等による大き

な差異は認められず mの値は 1.8程度であった。

(5) 打撃音が岩盤を伝ばする際の減哀は図toに示すよう

に振巾 y(gal)距離

x(m)として実験式

y = lOOx —l.7 
で近似

された。岩盤打繋音の

実験は表面波について

のものであり微設音の

滅哀には直接あてはめ

られないが微滋音が同

媒骰を伝ばする弾性波

である事を考えると大 図10 打撃衝撃波の減衰試験

谷石岩盤での滅哀はかなり大芦いと考えられる。

4. むすぴ

以上のことから微滋音の検出により洛盤，崩壊の子知方

法を確立するためには，今後長期測定を実施し微孟音の

発生状況を連続的に記録し，周辺岩盤の挙動等との相関

を求めるなど，数多くのデータの集積とそれらの解析が

必要であろう。
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熱源を有する工場建家内の熱対流

上昇熱気流の天井面に沿う流れ

土木建築研究部 木下鈎一

t. 研究目的

炉体など高放熱体により加熱された空気は浮力により

上昇し，周囲の空気と混合しながら天井面あるいは屋根

面に達し，それらの面に沿う流れとなる。研究の目的は

このときの気流の速度分布，温度分布を調ぺ，それらと

熱源の発熱砧，天井面の高さおよぴ温度などとの関係を

明らかにしようとするものである。

2. 実験

熱対流の現象はきわめて複雑であるので第 1段階とし

て各要因を単純化し，図 1のような校型実験を行なって

みた，上昇熱気流の発生方法は窃熱体を設四するのが最

も現実に近いが，実験上種々の障害があるので， 図11(b) 

のように熱気流のIlJ'l:出装詔を作製した。また天井面に相

当する校擬天井面は図のようにドラム状の空間を作り，

その内部の空気温度を調節することにより一定温度に保

つようにした。気流速度，温度の測定は 2次元而を独立

に可動するトラパース装四に各々のセンサーを取り付け

測定点た順次移動させながら行なった。なお実験は次の

実験装置

Vm：ある速度プロフィールで

の最大速度

Sm ：速度がVmとなる天井面

図11

からの距離
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図13

ような条件で行なった。

哨流速度Vo=l.5明 ，噴流温度to＝実験室気温十 0℃,

+80℃、 +150℃，天井面温度 t1＝実験室気温十 5℃, ＋ 

IO℃，噴流口経D=30mm，哨流口と天井面までの垂直距

離H=10D, 15D。

気流速度は熱線風速計（センサ一部は 1型で， 5 μ ¢ 

のタングステン線を使用）による。温度は上記の細線を

用いて抵抗線式温度検出装笠（増巾度60db)を作製し，

使用した。測定したデータはデータレコーダに収録し地

子gt葬機を用いて気流速度の温度の温度補正などを施し

たうえ，平均気流速度，同乱れ度，平均気流温度を求めた。

3. 実験結果

天井面に沿う気流の速度，温度プロフィールの 1例を

示せば図12のようである。 （両プロフィールの関数式は

未定）。また Innerlayerの厚さおよぴVelocitydecay 

と哨流中心軸からの距離との関係は図13のようになった。

この図から H/D=IOの場合にはx/H=0.5, H/D= 

15の場合にはx/H =0.36の位笠附近で屈折点が生ずる

速が大きく浮力の影響は少ないが， x／Hが大き〈なる

と浮力の影響が大き〈現れ，上記の屈折点が生ずるもの

とみられる。なお実験回数が少ないのでさらに実験を重

ねる必要がある。
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粉じんの爆発危険性

推積粉じんの発火温度

化学研究部 内藤道夫，松田東栄

1. 実 験目的

可燃性粉 じんによる爆発災害のの原因は，過去の災：占

湖1tにおいて，はっきりした確認を得られたものは比較

的少く，推定にとゞまることが多い。それは可燃性がスや

,；1火性液体の蒸気の発火爆発への過程と異なる而がある

からである。すなわち，粉じんの推梢や付済という It.fJ姐

である。通祁可燃性粉体を取り扱う工程や，粉じんの発

生場所には必ず粉じんの推柏や付i/iがある。そしてこれ

らの推梢粉じんの発火が，二次的な襟発へ移行する可能

性は充分に存在するし，過去の災凸ギ例でも知られてい

るものもある。特に推梢粉じんが［く時間高温表面で）JII熱

を受けると比較的低温でt"焼を起こし，発生する分解ガ

スの爆発や，火災事故への発展 となリうる。

そこで推梢粉じんの慰発特性を蛸明するため，次のよ

うな実験を行なったc粉じんの試料としては小麦粉（天ぷ

ら用，200メッシュ全通）を使用した。

. 2. 実験方法

(I) 示差熱爪紐分析による小及粉の活性化エネルギの

測定

理学霊機製示差熱巫枇分析計8021を使用し，小麦粉の

熱的特性を測定した。試料の小麦粉の含イ［水分は11%,

1回の試料の秘は約15~20mgで，N2気流中，昇温速度30

℃／分， 15℃／分， 7℃／分， 3℃／分の各条件でそれ

ぞれ5回測定を行い，昇温述度と発熱ピーク温度のfMl係

およぴ活性化エネルギを求めた。

(2) 莉温表而における粉しん府の発火温度の測定

実験装置 としては西 ドイツのBAMで使用されてい

る発火温度測定装四に類似したものを用いた。（写真 5)

写真 5 推積粉じん発火温度測定装置

これは加熱装醤と，その温度制御およぴ温度記録装甜

を組み合わせたものであって，温度測定はCA熱電対を

使用し， 一定湿度にセットした加熱盤上に試料粉をのせ

約2時間加熱温度一定のま、加熱し，その間における視

焼の有無を観察するものである。なお印境は室温空気中

であった。粉じん府の厚み，含有水分祉，粉じん密度等

の因子と発火温度の閾係を測定した。

3．． 実験結果と考察

尖験(1)から昇温述度を 0℃／分に外挿したときのピー

ク温度（分解速度）を求めると245~250℃であった。

また活性化エネルギをKissingerの方法で求めたとこ

ろ，活性化エネルギE1 =27Kcal/mol eであった。

実験(2)から，粉じん府の厚みによる発火温度の変化は

表 5に示すように厚みの妍加とともに発火温度は低下し

た。なお含有水分およぴ密度による変化にについてはあ

まり大きな影特は認められなかったか、水分の滅少と密

度の増大は発火温度を低下せしめる傾l｛りがみられた。

表5 厚みによる発火温度の変化（o:発火，

x ：非発火）

:m  0.5 t.O 1.5 2.0 

295 000 
290 000 
285 oox 000 
280 XXX  000 000 
275 xxx xoo 
270 XXX  000 
265 XXX  XXX  000 
260 xox 000 
255 X X X  000 
250 XXX  XXX  

245 XXX  

以上の結果粉じん府の厚み 2r, 発火温度Tp, 密度

Scとすると ocTp2/r・2と1/Tpの間に図14に示す関係

が得られ，府の厚みが増加すると発火温度が低下するl刈

係式が成立する。また活性化エネルギは45Kcal/molで

あった。活性化エネルギの差は実験方法による密熱，放

熱の相述から生じたものと考えられる。

101 

106 

10S 

,I••‘8,T•'r 

図14log(8cTp2/r2)~ I /Tpの関係

． 

． 
． ． 

．
 

1.“ 1.85 i”’°rr. 
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高気圧環境下における可燃物の燃焼性

高圧下における PTFE（ポリ四ふつ化エチ

レン）の発火温度

化学研究部駒宮功額，森崎繁，琴寄崇

1. 実験目的

可燃物の燃焼危険性を示す数値の一つに発火温度かあ

1)，特に発火のおこる蚊低温度を蚊小自然発火温度(Mi

nimum Spontaneous Ignition Temperature)とよぴ，

火災煤発 f・ll.1:;上爪要な数値として知られている。

この測俎には一定温度に保った容器や平板に可燃物を接

触発火させる定温法と，可燃物を硲いた容器や平板を一

定昇溢辿度で加熱して発火させる外温法が一般に利用さ

れている。

この発火温度は大気圧空気におけるテ”ーターは数多〈

報告されているが，高圧 Fでの測定は技術的に容劫では

いため．あまり報告されていない。近年邸圧の酸索，空

気の利用が盛んになるとともに，その雰囲気内における

火災，燃発事故が増してきた。このような事故の防止対

策の一つとして．，凋圧下における固体，液体の発火温度

測定の必淡性が求められるようになってきた。そこで我

々は最悩使用圧力酸素150kg/cm'，蚊高使用温度酸索中600

℃の，ミク ロ型麻圧示差熱分析装ii‘tを製作し．昇温法に

よる翡9£下の発火温度の測定を試みた。

2. 実験装置と方法

装附本体の断lhiを図15に示した。この装骰には内部圧

)Jを一定に保つためと．一定流址のガスを供給できるガ

,!lilf.:f.；芥lt
SUS 27 
常m庄））lSOkg/c討C
テストr£)）225kg／cciG 

制
印
系
へ

'
ヒ
ー
タ

此
U
計
ヘ

ス制御系，プログラム井温制御系，データー記録装四が

付屈している。圧力計は150mm¢,,0. 75級のJ，文邸目盛250

150, 100, 50, 35, 10, 6各kg/c而のものを半分の目盛

付近を測圧に利用するよう選択して用いた。熱虚対はプ

ラチネル（土）を白金板に浴接したもので， 200~500℃の

範囲内の誤差は約土 2℃である。

試料は厚さ 1.0mmのものを約2mm¢ の円形に切断した

ものを，支燃性ガスは市販の高圧ガス容器入りのものを

それぞれ用いた。

操作はアルミ製試料セル (5mmrf>, 2. ~mm h)に試料

1箇を入れ，容器盗を取付ける。ついで内部空気を10倍

屈の所定ガスで凶換してから所定圧力に加圧する。そし

て加熱とレコーダーのスイッチを入れ，図16のように試

料温度lI旺l線が急激に立上った点を発火温度と定義した。

3. 結果

発火温度に彩押する因子としてガス流址，セル材質，

昇辿速度，試料址，試料メーカーの項目について子伽実

験を行なった。その結果ガス流批0, アルミ製セル，昇

溢辿度 20℃／分 （本装詔の最大速度） ，試科祉5mgの

条件で発火温度と圧力の関係を批lぺ， 図17を得た。同時

に直気炉（内径50mm，深さ100mm)を用いた定温法による

PTFEの発火温度を酸索6kg/c而迄測定したが，酸索〇

l,g/cm'525℃,3 kg/crn'520℃,6 kg/cm'505℃と昇温法

による数値とはぱ一致した結果をえた。

このように本装沼の試作により，今迄報告されていな

かった邸圧酸索、空気中におけるPTFEの発火温度が明

らかになった。したがっ

て，この燃焼性プラスチ

ックの応用範囲がさらに

広まり，技術の向上に役

立つものと思われる。

また，本装既により従来

の定温法よりもさらに簡

便に発火温度の測定がで ＂ ← 

きることがわかった。 図16 試料温度と示差熱曲線

m•m：織鸞匹ハ•‘

llllldl霞 20℃／分

l'rA 士”仰V

；；； I +~-→m ,..／分: 
； 
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図15 高圧示差熱分析装置 図17 支燃性ガスとPTFEの発火温度
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火炎防止器の効果

気体爆こ・ぅ波の管路の拡大による中断（第2報）

化学研究部 松井英憲

［実験 目的

前報（第 1報）において、アセチレン ・酸素混合ガス

について管路を 2次元的に拡大した場合，すなわち平滑

管を用いて管路の面積を拡大した時の爆ごう波の甚礎的

な中断特性を把握することができたので，ここでは，各

種内径のガス管を用いて，い〈つかの炭化水紫，酸索混

合ガスについて管路を 3次元的に拡大した場合，すなわ

ち管路の容積を急に増大した時のガス爆ごう波の中断特

性を求め，これをもとに，爆ごう抑止器を開発すること

を目ざしている。

2. 実験装置おもぴ方法

実験に用いた爆ごう管は，呼ぴ径½, %,  1, 2 

in．の配管用炭素銅鋼管（ガスtr) 4種で，長さ約 2mの

ものを，呼ぴ径4in．長さ lmのガス管にフランジで接

続し管路の拡大部とした。一部の実験では拡大部が2in. 

の場合についても検討した。使用したガスは，アセ

チレン，エチレン，プロパン，水紫，都市ガスの 5種で

夫々酸索との化学祉論組成の混合ガスを用いた。アセチ

レンのみ酸紫との混合割合をいくつか変化させた。実験

は分圧によって予め調製した試料ガスを種々の初圧にお

いて，｛彫気スパークによって洛火した。夫々の爆ごう管

について拡大部前後の火炎速度変化をイオンプロープ法

によって測定し，爆こう中断限界圧力を求めた。

3. 実験結果と考察

夫々の混合ガスについて，細管部の大きさの異なる各

煤ごう笠ごとに，初圧を変化させた場合の結果の一つを

表 6に示す。

＂ 
rL 

(•mH~ ) 

100 

200 

400 

750 

1760 

エチレンの種々初圧における
表 6

拡大部前後の火炎速度変化

鯛行邪の爆運 拉大郎I~J;ける火炎遠ぼ (m/•) 
(m/,) 0 -!Ocm 10~30cm 30~ 500• 

•2, 115 135 660 680 

2.240 175 870 3. 110 

2,350 215 z.soo 2,430 

2,390 290 3,335 2,430 

2.405 2,32" 2,500 2,430 

50-70<胄l

2. 705 

2,220 

2,325 

2,ヽ10

C2H,+302, ¾ in→4 in. 

この表からも分るように，一定の管路の拡大条件とガス

組成においては，初圧に応じて細管部での爆速は定常で

あるが，拡大後に急激に火炎速度が減少し，爆ごうが中

断する。その後序々に火炎は加速され，ある位沼で急に

過大な火炎速度を示す。これはこの間で燃焼が爆ごうへ

再転移した事を示している。初圧の上昇と共にこの爆ご

う中断距離（一般には爆こう誘祁距離）はだんだん短く

なり，ある圧力で急に火炎の減速がみられなくなる。こ

の時の初圧をそのガスにおける，その管路の中断限界圧

力とした。この様にして各管路における夫々の混合ガス

の中断限界圧力を求めると。表7の様になる。

種々混合ガスの各管路における
表 7

爆ごう 中断限界圧力 (mmHg)

ご竺 ¥ーヽ ％一4 1-•4 2→ 4 

CIH＋ヽ301 7SO 410 200 40 

C>HI +502 大気圧以上 700 340 “ 
2H2+02 大気庄以上 大久圧以上 s” 190 

T ・G+OI 大沢圧以上 ＊気庄以上 ＊烹庄以上 3-00 

T.G:都市ガス

これらの結呆から更に細管の径と中断限界圧力の閑係を

求めると， 2in．管から 4in．管へ拡大したtli合を除いて

中断限界圧力 (Pdecay) と細径管 (d)は大体反比例の

1灼係になる。すなわちPd.ecay=Kd-o ・9 (Kは中断の難

易を示す定数で，ガス組成によって異なる。）と表わせ

る。 2in．→4in. の楊合のみこの関係からはずれるが，

これは拡大比が小さい為に膨張による効呆が小さい事と

爆ごうが中断したか否かの判定が困難であったため，正

確な限界圧力が得られなかった事によるものと思われる。

訪圧，ガス組成を一定にして管路の拡大条件のみ変えた

場合の火炎速度変化の例を表8に示す。

表 8
都市ガスの各管路における

拡大部前後の火炎速度変化

青路の"" 編行記のllld ヒ人郎における大炎週度 (m／.)

(in. J (m/1) 0 ~IOcm 10-30<虞 30-50“' so-10,~ 

X→ 4 2,210 145 835 765 3,225 

¼-•4 2,230 295 S75 '・ 165 3.030 

1-4 2,285 1 6” 紐 2. l 3 5 2,350 

2→ 4 2,330 1, 99S Z,380 2,300 2,350 

％→2 2,235 660 、2.0.. 2.325 2, 32S 

T.G+02 初圧：大気圧

中断が起る場合には拡大部での火炎速度は拡大直後で最

低値を示し，この値は細管部が小さい程小さい。

又％ in．→ 2in.の場合を比較してみると，中断距離は

こちらの方がずっと短いが中断限界圧力は両者共ほとん

ど同じであった。すなわち中断の難易は管路の拡大比よ

りも細管の絶対的大きさに依存すると云える。以上の結

呆，幾つかの炭化水索・酸索混合ガスについて管路の拡

大をどの程度に取ればガス爆ごうを中断させ得るか力袢IJ明

した。また空気との混合ガスであれば，すべてのi配変のガ

スについて大気圧以上で中断が可能な事が推定できる。
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耐圧方爆構造における接合面のセーフ・ギャッブ

水素ー空気混合ガスの火炎逸走特性

（はめあい結合に対するセー7・ギャップの推定）

化学研究部 林年宏，鶴見平三郎

1. 実 験目 的

我園では爆発等級 3 のガスを対象とする面•II.E防燃構造

(1)＇iじ気機器を設計する除の容器の接合部のスキの寸法は

個々の容器についての爆発試験て火炎逸走しないスキ（セ

ーフ ・ ギャップ）を求めその½とすることになっている

が，ぶ験設仙や尖験に要する手Iiilなどが埋由となって、

この機の機器の製作数は極めて少ない。また、特定の容

器（機器）についての実験データは一般性に欠け，機器

設計 しの目安となる，椋ii’i的な測定仙は殆んど皆無と己・

ってよい。

この研究では，円椅状はめあい結合を有する容器を具

休的な対象として，はめあい部細隙（スキ）における火

炎逸走特性を，当htiR度の水索ー空クi.il辟合ガスの燐発火

炎について検討した。スキの状態およひ混合ガスの初圧

を種々変化させることにより、減圧下における消炎現象

に1渕して有益な知見をえるとともに，はめあい結介に対

するセーフ・ギャップの値を推定することができた。

2. 実験

実験容器のスケッチを図18にぶす。点火1illl容器とその

社のはめあい結合部には奥行（はめあい部長さ） L,大

きさW（最大直径差）のスキがあり，蚊人ヌ、キ部に相応す

る部分には益とのフランジ接合liriに深さ 3mmの切欠きを

もうけて， スキの間で哨炎されなかった火炎は必らず引

火側に伝わるようにしてある。谷器の寸法等を表 9に示

す。 Lの値はスペーサー ・リングのイ史）TIになり ，Wの値

は社をとりかえることによりそれぞれ可変できる。

表 9 実験容器の仕様

＇り ＊ 鯛 で 曰 '）1大冑"U 

檜 D¢ 
内で 111 - L w ガス管棒” 長さ

煩

一
(Lー25のとさ）

一 ・・ 寸必 l•ch C. 

2 3.5 

＾ 
“ 100 S 10 IS 0.1 4 10.5 

20 25 

5 JO 

B 

” 
450 0.2 

15 

” 0.3 8 

” 
C 120 1920 2S 0.、

刊 iii実験により実験条件を決定した。ガス濃度は水索

30土 1vol.%,.•.せ火位沼は点火1{ll容器中心付近，スキに l{,J

う火炎の伝播｝j向ば脊器Aでは上方，他は下方伝播とし

た。節回の実験では点火恨IJ,11火側両容器中を真空にした

のち混合ガスを所定の1玉力にまで満し，｝．尺火側で，＇ Lじ気

スパークによって沿火させる。両容器中の庄力を測定し

て，引火側に爆発が生じたか否かを判定し，同一条件で

IJ輝 l]として15(10)回述続して引火しないときの混合ガ

スの初庄を非引火初圧として比較のJ炉準とした。初圧の

該みは1)11尼下では0.05(0.1) kg/c而，減圧下では10(25) 

mmHgとし、初圧の最大値は1.5 (1.0) kg/cm'（ゲージ1.E)

までとした。（）肉の数値はいずれも容器BとCについて

の値である。

3. 実験結果およぴ考察

最初，容器AとCについて実験し，中間の内容梢の容

悩Bについて非引火初1王を推定し，更に実illljイ直と比較し

かなりよ〈一致する結果を得た。容器Aについての結果

をグラフで示したものが図19である。 Wが大なる時はL

を長くすることは火炎逸走防止には余り効果がないが，

Wが小さ〈なるにつれてLの効果が行し〈な ＇），例えば

I 20 

1
5
1
0
 

T
に
砒
C
*
X 5 | 

w-0.1 ------．― -一-

O 400 800 1200 1600 

Jt,；l州 9)/l:..Hg（絶対圧）

切欠さ

引火恨Jj吝器

図19 スキの寸法と火炎逸走防止性能の関係

W=0.1ではL=5で大気圧下の爆発火炎を阻止できる。

点火側容器の大きさの影咽をみると，内容梢の大なるほ

ど火炎逸走しやすく， L=25の時の大気圧下でのセーフ・

ギャップは，容器Aでは0.25mm程度と推定されるが，容

器Cでは0.2mmよりも小 さいという結果をえた。

図18 実験容器の概略図
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高気圧環境下の開閉火花による

固体の着火限界

N2-02混合ガス中の場合

電気研究部 田中1径二，菅原宣義

1，実験目的

高気「I：森境下において一般に可燃物の発火温度が低下

する。 したがって，密用された高気圧環境下の地公設備

による＿1[常動作中や事故時の発生火花により付近の可燃

性固体に芯火するおそれが大き〈，また一度火災が発生

すると，燃焼辿度の増）JIIおよび燃焼温度の上昇により軍

大なる 'li故が予兄される。本研究は前年度に 引続いて，

泊j気l王閑境下におけるIJfl閉火花の可燃性固体への杓火限

界を定拙的に明らかに＇することを目的とした．

2. 実験方法

可燃性固体試料としては前年度と同じく ，和紙，綿力｀

およぴ塩化ピニールを使用した。火花発生装囲を尖験夕

ンクに入れて所定の気IEおよび気体組成にて試験を行な

った。今回は，閥気圧閑境としてN2-02混介ガスを使

用し，試験回路としては直流心源を用いた誘袢回路およ

ぴ抵抗回路であり ，池l王はいずれの場合にも50Vとした。

火化発生装；府の北極としては図20およぴ図21にぷずもの

を1史用 し，試験回路と ‘1臥極は1{r．列に接続した。試料はlKI

定心極の大きさに合せて貼り付け，軍極先瑶より約 1mm 

出るよ うにして回路開閉時の火花が直接これらの試料に

接触して杓火するようにした。

伺定堀極

ー・
（開離辿度 37Scm/sec)

固定龍極 回転電極

-＝＝= 潤離速度 300cm/sec)

倍、 3.2倍およぴ6倍となる。酸素濃度が店くなると．

考までに示した可燃性混合気体の最小点火限界のレベル

（図中点線）に近づき，固体であっても可燃性ガスと同

様に危険である。

図23には大気圧の場合と 6kg/c而Gに加圧した楊合の

02楼度変化による杵火限界を示す。 50vol%~  lOOvol % 

の間の滸火限界曲線の傾きは気圧が高〈なるほうが緩や

かとなり， 50vol%以下では極端に芍火しにくくなる。ま

た， Okg/cm'Gか ら6kg／cm'Gに加圧すると， 70vol% 

の中の和紙では約38％の最小汚火電流値に低下する。な

お， 6 kg／artGに加圧された50vol％中の和紙の最小芍

火龍流は，抵抗の回路の方がインダクタンスlOOOmHの

誘祁回路の寵流より9.5倍大きい。
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図22 可燃性固体の誘導回路開閉火花着火限界
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図20 誘導回路用火花発生 図21 抵抗およぴ容量回路

電極 用火花発生電極

3. 実 験結果

図22は前年度の結果に今回の結呆を加えたもので，IA

庄が6kg/cm'Gで， 02iは度IOOvol.％および50vol％の楊

合における直流誘祁回路火花による着火限界を示す。 02

沿度がSOvol％に低下すると，lOOvol％の楊合より i（f火し

に〈〈なリ ，特にインダクタンスが小さ〈なるとともに

50vol％とIOOvol％の，滸火限界1111線は離れてゆく。た

とえば、和紙では，IOOOmH,30mHおよぴ3mHにおいて，50

vol％の蚊小杓火池流値はIOOvol％の場合とそれぞれ 1.5 
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帯電雲からの静電気放電と点火危険性

粉体の帯電現象に関する基硯研究

電気研究部 83畠 泰幸

静池気が幣心している粉f木等がl料じ‘上：を形成すると、

、ii閻江：から放心が発生し， ときには粉じん燃発を起すこ

とがある。特に飯近は邸分 f•物質から枡直集じん機を運

転している場合にこれらの災'IItが発生しており，‘]界じ匹

の問題は爆発災・古防止の立楊から夭きな研究課題となっ

ている。

以上のようなむ味から46年度には粉休を実際に空気輸

送している t程において，『1r，彫気の現地測涎を行ない，視

状の問題I.＇ふ今後の研究項目について探索した。その結

呆，しヽくつかの項「lで），り本的に陪明しなければならない

ことが 1i11明した。なかでも4i’,；,9じ雲の特性については，内

外ともに文献か少ないため， 11l・急に潤ぺなければならな

し、問題であった。したがって，粉体を用いて幣進裳を形

成し，こALについて，j,'，lペる＇火験を計 両したが，そのため

には粉体に111F咄気を‘:|'，砒させなければならず，まずこれ

1こつし、て検，i寸した。

"式みに必験は， 図24に示すようにコロナ放地を利用 し

て粉休に雑心気を9:i和じさせるイオン注）JII法である。すな

わち，ハイプの中に針虚極を設けてここでコ ロナ）杖心を

起し，粉体はこの放‘1じ空間を；山過することによって静地

気が間直するも (1)てある。

扮体供給憬

叫翰込バイプ 和圧堪性へ

戸:□土
｀翌岳］〇＇竺贔計

図24 実験装置の襴要

実験結果から名寮すると，粉体の帯・,[:;tは放湿心滋

"tしくは放‘心空1iりのイオン密度に関係し、図25にぷすよ

な結果か得られた。この結果からイオンti:JJIl法によるる

扮休の,'rli',じ気幣直機構について検討すると，粉体かイオ

ン喉間を辿過する際のイオンとの衝突によ一て粉体には

,',i,1•1じ気が闊直すると推察される 。 ただし，粉体とイオン

との衝突は単なる機械的な衝突ではな〈 ，＇1じ界に沿って

移動しているイオンと粉体との衝突であって，衝突に時

間が関係する実験結果が得られた。すなわち，粉体がイ

オン空間に滞留する時1：りが長いと帯雷屈が大きくなって

飽和する関係が得られた。

一方，イオン注加法による幣虚機構がイオンと粉体と

の衝突であることを衷付ける尖験結果として， 粉体の表

耐社が帯直紐に閲係することが判明した。 図26はその一

例であるがこのように粉体の粒径と帯軍批との間にはは

ほぼ反比例の関係があり，粉体の表面積が大きいと幣⑯

砒が大きくなる実験結呆が得られた。・すなわち，表面梢

が大きくなるとそれにしたがって衝突頻度も邸〈なること

を哀付けている。これについては放氣空間に存在する粉

体の汲度を変えて行なった実験においても同様な結果が

得られている。

以上，イオン注）Jll法による粉体の帯砒特性について，

粉体に炭酸カルシュウムを用いた場合の尖験結果を述べ

たが，これについてはその他， ガラス，アセテート，ポ

リエチレン，アルミナ粉体についても同様な傾向を示す

実験結果が得られている。した以って，今後はこの方法

によって幣泣した粉体によって幣姐芸を形成し，1i和じ裳

の特性について解明して行く子定である。
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絶縁物（固体）からの静電気放電と点火危険性 明らかになっている。これより，ここでは接地体に相当

する自 己放進式除池器の除船じ他とし て，I紅径約50pmの

自己放電式除電器の除電性能と安全性 祁軍性椒維を使用した。しかし．迫誼性繊維のみを除屯

電気研究部田畠 泰幸

I. はし がき

r1柘じ気災 ・ 即 ~I:: を防止するためには， 1浄地気を安全に

除去することであり ，その一つに静祉気除直器の使用が

与えられる。しかし，現在使用されている除屯器は大部

分か龍圧印加式除旭器であり，自已放旭式除電器は，そ

の効果と安全性について詳細に検討した宍料がないため

あまり 1史用されていないのが現状である。

しかしなから， 自己放軍式除俎器は氾圧印加式除地器

のように邸圧屯源を必要と しないため，それだけでも安

全性は麻いと考えられる。また，本研究の課題でもある

静軍気放心と 点`火危険性の1対係について澗べた結呆にお

いても， 46年度に報告したように，静俎気帯物体からは

必ずしも危険な放俎ばかりが発生するのではないことが

明らかになっている 。したがって，被除這対象によ って

は，これらの特徴を生かして多大の除池効果を生む自己

放地式除虚器の使用が考えられる

これより， 自己放虚式除‘'じ器の基礎的研究と試作した

ものを使用して広軋囲な実地試験を試み，その除iじ性能

と安全性について検討してみた。

2. 自己放電式除電器と除電効果

静軍気俯進物体に接地体が接近すると放旭が発生するか，

この現象を応用したものが自已放祝式除⑰器である。

したがって，放直によってはこれが済火源になる危険性

があるが基礎研究の結果から，接地体の曲率が針のよ

うに大きいと消火源になる危険性が極めて少ないことが

軍極として用いると，強度の点で問題になることが明ら

かになり ，実験に よって検討 した結果，図27に示すよう

に鋸歯状の地極が望ましいことが判明した。ただし，こ

の除俎紅極は導泣性繊維が1mmの間附で縦横に入ってい

る布を鋸歯状に切断したも のであ り， 鋸歯の間賑は20mm,

切り込みの深さは25mmである。また，この除屯軍極を有

効に接地するために，接地用リード線が接続されている

金属性の支持体 を開発し，除iじ俎極はこれに よって接地

することにした。

注） AをBではさみ込む

図27 自己放電式除電器

つぎにこの自己放俎式除氣器の安全性と除位効果につ

いて調ぺたところ，この除俎器はフィルム，布等，必面

帯軍物体の除屯には有効，かつ安全であることが実験に

よって確認された。なお、参名のために実験によって諜l

ぺた除地効米の一例 を表10に示す。

3. まとめ

＃訛性椒維を用いた自己放俎式除地器の特性について

その一部を述べたが，除龍地極としてはこの他， 金）函繊

維，カーポン繊維を使用しても同様な除遥効果が得られ

ること を確めている。しか し，安全性，耐久性について

（よ現在検討中である。

表10 実地試験によって調ぺた除電効果の実験結果一例

工 程 布tII: 、Iじ 物 体 初期iじ圧(KV) 除俎後軍圧(KV) 設誼距離(cm)

フィルム形成 プラスチックフィルム -20 -3 8.0 

フィルム加工 プラスチックフィルム -40 -3 10.0 

フィルム栽断 プラスチックフィルム +60 +2 2~ 5 

紙 加 工 ラ

｀ 
ネ ト紙 +50~60 +2 6.0 

紙 加 工 貼 町，，VJ9 紙 -20~30 -2 4.0 

紙 加 工 クラフト貼苅テープ -20 -2 3.0 

抄 紙 紙 -60 

゜
5.0 

圧 延 ゴムラミネ ー ト基布 -100< 

゜
10.0 

印 刷 プラスチックフィルム -50 

゜
5.0 

プラスチック ク ラ フ 卜 紙 -20~50 -2 5.0 

綿布精純 プラス チック板 +100< 

゜
10~15 

印 刷 布 +50~6 +4 2~10 
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非導電性ホースに帯電した静電気の緩和現象

電気研究部 田畠泰幸，児玉勉

1. 実験 目的

近年、在分子化学の発展に伴ない、在分子を材料とす

る非祁龍性のホースを使用して粉体、液体等を輸送する

ことが多〈なってきたが、この輸送過程において発生し

た静混気がしばしば爆発、火災等の静龍気災害の原因と

なっている。特に、非導俎性のホースを使用する楊合は、

ホースに発生した屯荷を接地によって完全に大地へ漏え

いすることができないため、ホース自体の帯龍も帯祝龍

位が高〈なると問題になってくる。 一般に、非祁龍性ホ

ースの帯礎地位は発生する浄地気飛およびホースの龍気

抵抗に依存すると考えられるが、ここではこれらの関係

について実験によ l)検討した。

2. 実験方法

実験には、内径およぴ外径がそれぞれ19mmおよぴ25mm

の3種類の試験ホースを用いたが、これらの材質およぴ

俎気抵抗の測定結呆は表11に示すとおりである。表中の

ホース漏えい抵抗は、実際にホースを接地して使うとき

の他荷の漏えい回路を考應した図28に示すような測定回

路によって測定した1直である。

表11 ホースの材質と電気抵抗

試験ホー
体積抵抗 率

袖方向 ホース漏
(Q-crn) 

材牧 表面抵 えい抵抗

スの記号
径方向 軸方向

抗率(Q) (JJ/m) 

A ゴ ム 3.5Xl04 7.2Xl02 l.4Xl04 2.0XlO 3 

B PVC l.5Xl08 3.0X105 2.9 ~ 109 3.0XIO 7 

C PVC 1.ox1017 9.0XIO 9 3.5Xl013 1.2x1012 

感度龍流計によってそれぞれ測定した。

p V 
テ70ンにて絶縁

/ II 

r : 74 9- 11 :U鯛ホース V;輸作バルプ

f'C:ファ,,,.ーケー_, I：絶鍼f; p：圧力tt＾ ：高感度電況tt R ：記＂＇I sv:静電竃圧tt

図29 実験装置の概略

3. 実験結果

ホースの地気抵抗が帯地電位に及ぽす影響を調ぺるた

め、長さ14mの各試験ホースによる粉状火薬 (AN-F

．o) 輸送実験を行なった結果を表12に示す。表中乾燥

状態と多湿状態では異なったタイプのフィダーを用いた。

表12 ホースの抵抗

閃 境 試験ホー 輪 送 ＇｝電久 ホースからの ホースの
速 度 覧生電汲 ililえい電説 帯電電位

条 件 スの記サ (kg/nin) (A) (A) (KV) 

乾 燥 A 2.0 -l.9XI0-8 1.0 X 10-8 

゜状 g 
B 1.3 2.2X 10-7 -2.3x10-7 -0．3以下

（ 夕＼ ill.131℃ %) 
相対泣度5 C 2.3 ,.oxio-7 -1. 0 X IO-8 -J0~-15 

多沿状 B B 33.6 1.2x10-6 -1.2x10-6 

゜気 温 10℃％） 
（相対温度99 C 泣．4 2.8 X IO-6 -1.2x10-6 -6--7 

s
 

単位—
H ：恨劃定ホース s:切換スイ ／チ

E:紅浚電飯 A ：高感度電捷計

R:記U計 v:直浚電圧計

p:割定電極（アルミ7を導電性ペーストで密,ti)

この結果から、1じ気抵抗の比較的小さなホースは、 ホー

スに発生した地荷の大部分が大地へ漏えいするため、帯

地軍位は小さくなるが、逆に龍気抵抗の大きなホースは

ホースに発生した屯荷の一部分が大地へ漏えいするに過

ぎないため、接地を行っても帯地俎位が非常に店〈なる

ことが明らかとなった。実験結果で多湿状態における試

験ホースCのホース漏えい地流が大きくなっているのは、

表而の抵抗が極端に小さくなること により、誘荘旭流が

流れ見かけ上⑯荷が漏えいしたためと考えられる。

つぎにホース各部の帯砥龍位分布および接地線とホー

スの接触抵抗が'Mf龍地位に及ぽす影響を閥べるため、長

さ約4mの試験ホースBによる粒状アセテート輪送実験

を行なった結果は表13およぴ図30に示すと おりであり 、

この結果、ホースの帯地地位は場所によ ってほ膚一定で

あり、接地線とホースの接触状態すなわち接触抵抗によ

って帯地龍位が変化する ことが明らかとなった。

表13ホースの接触抵抗と帯電

図28 ホース漏えい抵抗測定回路

実験装粧の概略は図29に示すと おり であり、試験ホー

スによって粉体を空気輸送するときの、静確気発生祉を

ファラデーケージによって、ホースの帯電地位を）浄龍逍

圧計によ って、またホースから大地への漏えい地流を莉
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動物実験による電撃危険性の解明（第 2報）

通電経路と心臓の電流密度

電気研究部 山野英記

1.はしが き

虚漿においては心室細動が死囚となることが多いが、

心室細動の発生は心臓の地流密度に依存すると考えられ

る。本研究では、通軍経路と心臓附近の電流密度との関

係、およぴしきい軍流密度について検討した。これらに

加えて心臓のモデル化が実現されれば、心室細動に対す

る安全限界を一般的な形式で表現することが可能となる。

2. 実験方法

実験は、ウサギを使用した動物実験とアクリル円節の

モデルによる模擬実験とを実施した。動物実験において

は、主として体肢を通旭経路（休表の通直部位すなわち

｛じ流の出入口をいう）とし通虚部位の組合せを変えて、

心室細動が発生する最小の氾流を測定した。屯繋龍流は

50H z、持続時llll10sである。松凝実験におけるモデル

の寸法はウサギを実測して決定し、 1g / eの食塩水を

iiliしたもの（モデル1)，食塩水中に祁龍率の大きい寒

天（心臓に対応）をつり下げたもの（モデル2)につい

て氣位分布を測定した。またこれらの結果から心臓附近

の軍流密度を~t符した。

3. 実験結果

各通龍経路における心室細動⑯流とその方梨辿偏差とを

表14に示す。通祉経路2~6、すなわち砲流が胴体の縦

表14 通電経路と心室細動電流

（ウサキ年 2.12土0.15kg、龍繋50Hz 

.No. 通氾経路 テータ数 心室細動龍流〔mA〕

1 左上肢一右上肢 12 78.3土44.4

2 左上肢一左下肢 14 37.0土10.6

3 左上肢一右下肢 15 40.2土18.0

4 右上肢一左下肢 12 41.1土15.8

5 右上肢一右下肢 10 38.0土11.6

6 頭頂部一左下肢 1 35.5 

7 頭頂部一左上肢 2 94.9 

合は、心室細動よりも呼吸停止の方が発生しやすい。

モデル1について模擬実験の結果求められた胴体内龍

位分布の例を図31に示す。左の図は経路3 （左上肢一右

下肢）、右の因は経路 1

（左上肢一右上肢）の楊

合で、いずれも胴体を中

心から前後に分ける断面

内の地位分布である。

動物実験の結果や図31

から明らかなように、通

霊這流が同しでも心臓に

おける地流密度は経路に

よって異る。経路 1と経

路3との遁流密度の比を

とると図32のようになる。

ここで横軸は、地流密度

を求めた点（心臓の上端

の位四と考える）と

胴体下端との距離

（心臓上端のZ座標）

の胴体全上に対する

比である。また破線

は動物尖験の結果で

ある。生体において

心臓の位罰は一定で

はないのでZ/ Z1 図32経路 1と経路 3との電流

はある範囲を考える 密度比の位置による変化

必要がある。使用したモデルでも生体を近似できると考

える．と、心臓附近の電流密度は図33のようになる。ただ

し縦軸は園流密度の全通地泣流に対する比である。表14

の結果と合わせると心宅細動発生時の心臓の'1じ流密度は

数百µ A /cm• となる。

4. むすぴ

上記の結果から均一媒質モデルでも生体をある程度近

似できることがわかったが、ヒトは体形か異るので図33

の結果を適川することはできず、さらに検討が必淡であ
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図 31 胴体内電位分布

（モデル 1)

1.2 

1,0 

ふ
一
如

o.e 

0. 告
0― 0.?S -0 

碑

10 s) 

方向に流れる場合の心室細動遁流は左右に閲係な〈同 じ

であると考えられる。しかし通祉経路 1の心室細動池流

は他の経路に比べて大きく、経路3に対して約1.8倍の

虚流でなければ心室細動は発生しないことになる。当然

であるがこの事実だけから左上肢の経路が地繋に対して

より安全であるということはできない。 他の要因を考え

るとむしろ逆になることが多い。頭が通誼経路となる楊

-24-

る。

Ii(、ぐ、
i
)

――
 

r

— 
3

5

 2
 

"1-

.• 
,
 

モデル 1

1/x,= 0 

Y/y,=0.5 

0.5 

図33

・

サ

i

[

／
 

J
ヨ
＼

I
t
(
%
¥
`）

Jr

困

2

15 

ヽ
令

+.A-

0,5 
乃，

o l, 9 9 1 1 1 0 
0.75 0]75 Q80 0.825 Q85 Q875 -Q75 0175 Q80 Q825 0.85 Q875 

モデルにおける心臓の最大電流密度



(4)刊行 物

名 称 整 理 番 号 題 目 茅 者 名

火炎防止器に関する研究 （第 1報） 林 年宏

産業安全研究所 R R-21-1 ー一焼結金屈の消炎性能について――- 鶴見平三郎

研究報告
前 郁夫

R R-21-2 
岩石微誤音に関する研究（第 2報）
一大谷石の微逗脊発牛特性について一 鈴木 芳美

R R-21-3 クレーン構造部の動的荷頂について
袴塚柏三
河尻義正

→上げの際の衝繋荷重ー一 粂）ll 壮一

水素の爆発危険性についての研究 （第 2報 ） 柳田昭三
R R-21-4 

一水索，空気混合物の爆発圧カー一 松田 束栄

産業安全研究所 T N-72-1 自己放確式除龍器の除遥効果とと安全性 田 畠 泰幸
技術査料

産業安全研究所
安全査料

SD -72-1 過剰酸索中の燃焼危険性と安全対策 駒宮功額

産業安全研究所 TR-72-1 工場龍気設備防爆指針
技術指針 （ガス蒸気防爆1970)

T R-72-2 感龍防止用漏俎しゃ断器構造基池
感龍防止用漏虚しゃ断器安全指針

TR-72-3 安全剃式試験基準

(5) 学会誌，学術雑誌掲載

題 目 誌 名 発表年月 執 策 者

最近の機械災害とその動向 日本機械学会誌 48.1 秋 山 英 司
近 藤 太

安全ネットについての研究 安 全 工 ,子!H- 47.10 小 J I I 勝 教

The thermal stability of Thermochimica 47.4 森 崎 緊
irradiated polyethylene Acta 

Activation energy of the oxidative thermal 同 上 47.12 94 -, .., 一 寄 煤
degradation of pl as tics 

Reaction of methanol with accelerated Bulletin of chemical 46.11 ヲ今喝`  寄 煤
rare gas ions Society of Japan 
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(6) 研究発表

題 目 発 表 ムユニ 名 発表年月 発 表 者

霊気粘性効果の安全への適用 第 3回安全工学 47. 5.25 杉 木 旭

国内シンポジウム

快削鋼の疲れ強さ（フラク トグラフイによる検討） 同 上 47. 5.25 福内良雄

災害分析に.お-け・る吹陥樹法の適用 第2回システム人間 47. 8.21 近藤太二

工学シンボジウム

ウインズロ効果のメカニズム
自 動制 御学 会 47. 8.28 旭杉本

他部外者 1名・

ピ トリ ファイド砥石の疲れ強さと 1.2の関連実験
精機学会秋期大会 47.10.30 粂 川 壮 一

秋 山 英司

クライミングロッドの座屈について 土 木 学 会 47.10.30 森 宜制
他部外者 3名

発火温度についての研究（第4報） 第 3回安全工学 47. 5.25 柳生 昭 三

脂肪族エステルの分子構造と発火温度の関係(2) 国内シンポジウム

ポリ四ふつ化エチレン高圧下における発火温度 安 全 工 学 協 会 47.12.15 駒 宮 功額

森琴 崎寄 誓

配管中の炭化水素，酸素混合物ガス爆こう波の中断 第 5回安全工学
研究発表会

47.12.15 松 井英憲

発火温度についての研究（第 5報） 同 上 47.12.15 柳 生昭三

発火温度と試料批の関係

通電時の生体内冗流分布 日本 M E学会 47. 4.21 山野英 記
他部外者2名

低圧回路の開閉火花による人工環境下の素固体滸火 第 3固安全工学 47. 5.25 田 中 隆 二
（過剰酸の場合） シ ンボ ジウ ム 菅原 宣 殺

自己放電式除電器の除龍性能と安全性 同 上 47. 5.25 田 畠泰 幸

地球経路と心軍細動 同 上 47. 5.25 山 野英記
他部外者 1名

表面帯軍物体と接地球と の放軍特性 安 全 工 学 協 会 47.12.14 田 畠 泰幸

誘訛体からの静磁気放雷と済大について 裔分子学会 47.11. 30 田 畠泰幸
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第 3章 産業安全技術館等業務

(1) 産業安全技術館の活動 入館者

産業安全研究所においては，附属施設として産業安全

技術館を設け，産業安全に関する各種の査料を展示して．

労慟災害防止について梢報提供をすることを専門にし

た社会教脊活動を行っている，，

産業安全技術館における施設，展示沢料等についての

概要は次の通りである。

常設展示楊 1階 336m' 2階 573m' 

特別展示楊 2階 333m' 

見学指荘室 3階 117m' 

常設展示場には，安全活動，作業環境，加工機械災岩

防止，人間の動作，つい落災害防止，倒壊災害防止，保

護具，爆発災甚防止，感砒災害防止，運搬災害防止の10

コーナーに分けて関係査料を展示している。衣料の展示

に当って，実物，静止，可動模型，解説パネルのほか，

視聴詑機器による解説実演可能の装訊等によってなる

ベ〈立体的に構成展示を行い，見学者の理解を容易にす

るようにしてある。

特別展示場には，労働災害の動向あるいは，新しい災

宙に対する安全技術の成果を紹介するなど，時機に応じ

たテーマをとらえて一定期間展示を行っている。

見学指祁室には，主として団体見学者に対する見学の

オリエンテーション，安全教育などを行うために，視聴

詑施設，各種の設偏教材を備えて，入館者の階府別，

業態別等の安全についての要望にそうようにしてある。

昭和47年度における産業安全技術館の主要な活動は次の

通りである。

常設展示平常通り

特別展示

6 / 1 ~ 7 /15 全国安全週間展

8 / 1 ~ 8 /31 安全教育訓練特別展

9 /ll~IO/ 7 安全労慟衛生週聞展

10/23~ 11/30 龍気安全特別展

12/18~ 1 /31 内外安全ポスタ展

3 / 1 ~ 3 /31 プレス機械安全展

溝演会・映画会等

定例講演会を毎月 1回，月例映画会を毎月 2回，定期

に開催した。このほか特別展開催期間中に各テーマに関

係した講演会，研究会．説明会を 7回開催した。

その他

展示衰料その他安全一般について技術相談，団体見学

者に対しての安全教育などを行なった。
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開館日数 309日 (4/ 1 ~ 3 /31) 

個 人 8,746名団体 476組 24,693名

計33,439名

(2) 大阪安全技術館の活動
束京の産業安全技術館の分館として，大阪市城束区森

の宮にある産業安全技術館においては，関西地方におけ

る産業安全センター的立場に立って，産業安全研究所に

おける研究業務の一端をも含めて，博物館活動を行って

いる

昭和47年度における大阪産業安全技術館の活動の概要

は次の通りである。ある。

講派会・映画会等

安全の講演会のほか研究会を 4回， 定例の映画会を 7回

開催した。

安全技術指導 ・調査

一般安全相談のはか，所内における保護具などの試険

あるいは所外における災害調査，安全関係機器の使用状

況の濶壺などを行い，事業楊における災害防止の技術的

指導を行った。

入館者

開館日数 294日 (4/ 1 -3 /31) 

個人 3,843名団体 185組23,436名

計27,279名

(3) 依頼試験およぴ検定
産業安全研究所依頼試験規程に基づ〈依頼試験は，昭

和47年度に合計404件を受理したが，その主なものは研磨

盤の砥石車の強度試験，安全帽の安全性能試験，安全靴

の安全性能試験などであり，他に建わ〈の性能試験等仮

設機材の安全性能試験の著しい受託増加が認められた。

機械等検定規則に基づく防爆構造の地気機械器具に対

する検定は，合計 231件であり，指定検定機関にルーチ

ン化した業務を依譲したことにより，当所への申請件数

は前年度に比し著し〈滅少した。

なお，依顧試験については告示第39号，検定について

は省令14号により，手数料区分の改正を 5月1日より行

なった。
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事 務 棟 実 験 棟

1 階 産業安全技術館
強地第 1実験呈 ・機械構造実験室 ・エ作呈 ・保護具実験

室

2 階 産業安全技術館
非金厩材料実室験室 ・龍子顕微鋭室 ・金属材料実験室 ・ク
レーン実験 ・強電第2実験室

3 階
所長室 ・庶務課 ・部長室 ・図相汽料室 ・ 安全特装置実験室 ・制御実験室 ・建築環境実験室 ・建築珠

会議室 ・見学指祁室 境 殊 空 調 室 ・飛来物墜落防止実験室

4 階 研究部部室 •安全枝術課 光弾性実験室・ 人体動作機能実験室・計尊機室・ 暗室

5 階
システム工学実験室 ・静電気実験室 ・岩石工学実験室
土質工学実験室 ・油帯電実験室 ・・

6 階
RI応用実験室 ・粉体帯電実験室 ・芳火機構実験室・窃
圧ガス消火実験室 ・電撃第 1実験呈 ・電繋第 2実験室

7 階
一般分析実験室 ・粉じん爆発特性実験室 ・ガス蒸気爆発
特性実験室・酸素実験室・爆発性物質感度実験室

8 階 講堂 爆発現象実験室 ・火炎防止器実験室 ・防 じん性能実験室 ・
防爆龍機実験呈
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所在地 電話番号および案内略図等

産業安全研究所 （産業安全会館）

東京都港区芝5丁目35番1号

電 話東京 (03)453-8441,..___, 4 

l
l
l
|」 一 一

- 至品川 国道15号線 至銀座 ... 

三田自動車

教習所

芦産業安全研究所，1日本住宅公
I（産業安全会館

団田町ピル

駅

前

商

店

街
レ）
 

ピ町田新

森永乳業（株）本社

---
< —ー至品川 ---山手線

一山手線田町駅から 徒歩5分

都営地下鉄三田駅から 徒歩 1分
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清瀬実験場平面図

1 機棟実験室

2 安全帯実験施設

3 莉所作業観測施設

5 天井クレーン実験施設

5 200トン圧縮試験室

6 土止実験ビッド

7 ジプクレーン

8 法面安定実験楊

9 鋼アーチ支保エ実験施設

10 単管枠組実験場

11 軽支保梁実験施設

12 多目的反力支持構造物

N 

゜
、--、~ ＼ ¥¥ 

J 鷺゚芯＼③ 

゜ ⑧ 

゜
◎ 

④ 
--し

① 

ご］
ロ匹釦

＼ 
¥ 

清瀬実験場施設一覧

13 危険物貯蔵屈

14 実験ガス配合呈

15 半地下尖験用ピット

16 化学反応実験室

17 爆圧放散孔実験施設

18 大型密閉爆発実験施設

19 防爆実験用功狐施設

20 窃圧示差熱実験室

21 液体流動帯：じ実験施設

22 底気圧環境実験施設

23 防爆電機試験室

24・変地室
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所在地・ 電話番号および案内略図等

産業安全研究所消顧実験場
東京都沼漉市梅園 1丁目 4番6号

氾話消顧 (0424)91-4512-3 

至所沢

一

西武池袋線

消瀬駅

産業安全］冒〗勺□L 、 北

: ／ 宿
---- r ~口叫l\、品

新五二］

交通機関等経路

西武池袋線消瀬駅下車（池袋より約30分）

浩瀬駅から 徒歩 （約20分）

西武パス 久米川駅行

（消瀬駅）全生園行 に乗車（約 5分）東京病院前下車

南口より三角山行 ］ 

池袋駅

他に西武新宿線久米川駅で下車し，西武パス清顧駅行に乗車，東京病院前で下車する経路もあ

る。
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